
【Ⅰ　総論（両プロセス共通事項） 】

Q 　本事業における「失業者」の定義は。失業者であることの確認方法は。

A

　労働の意思・能力を有し、求職活動を行っているにもかかわらず、職業に就くことができない者の
ことをいう。本事業においては、必ずしも安定所への求職申込みは必要としないものとする。受託
者が本人に、雇用保険受給資格者証、廃業届、採用面接等における本人への質問、履歴書や職
務経歴書の提示等により確認することとする。

Q 　実施要領上の在職者の定義は。

A
　雇用契約を締結している者（雇用形態不問）やシルバー人材センター、就労継続支援事業所等
で就業している者をいう。ただし、技能実習生は在職者に該当しない。

Q 　本QAにおける中小企業の定義は。

A 　中小企業法第２条によるものをいう。

Q 　実施要領上の正社員の定義は。

A
　雇用期間の定めのない雇用であって、受託者又は処遇改善の支援先事業所等において正社員
として位置づけられているものをいう。

Q 　実施要領上の目標とはどのようなものを指すのか。

A
　雇用拡大プロセスでは雇用創出数及び就業者数であり、処遇改善プロセスでは、賃上げ等の改
善が図られる事業所数である。

Q 　本QAにおける雇用創出数の定義は。

A 　直接雇用（雇用型における新規雇用の失業者）の数及び支援効果に係る就職者数をいう。

Q 　実施要領上のOJTの定義は。

A
　適格な指導者の下、受託者等が行う業務の遂行の課程内における実務を通じた実践的な技能
及びこれに関する知識を習得するための職業訓練をいう。

Q 　実施要領上のOFF－JTの定義は。

A 　通常の生産活動と区別して業務の遂行の課程外で行われる職業訓練をいう。

Q 　本QAにおける就業者数の定義は。

A
　雇用契約を締結せずに労務を提供し、その対価を得る者、請負人、事業を行う者の人数をいう。
例えば、シルバー人材センターが開拓した事業所において新規会員がとなり事業に従事する者の
数、起業した者の数、新規就農した者の数等である。

Q 　地域人づくり事業の目的如何。

A

　平成26年4月の消費税の引上げにより見込まれる消費の減尐等を緩和して、景気の下振れリス
クに対応するとともに、経済の成長力の底上げと好循環の実現を図るため、経済対策の一環とし
て創設するもの。
　具体的には、地域経済を活性化し、「日本再興戦略」による経済成長を確実なものとするため
に、地域において、産業や社会情勢等の実情に応じた多様な「人づくり」により、若者や女性、高
齢者等の潜在力を引き出し、雇用の拡大を通じて「全員参加」を可能とする環境を整備する（「雇
用拡大プロセス」）とともに、賃金の上昇や、家計所得の増大等処遇改善に向けた取組を推進
（「処遇改善プロセス」）する。
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　※　現時点における考え方を示すもので有り、今後内容に変更等を生じる場合があります。

1

2

3

4

5

6

8

10

平成26年３月28日
「地域人づくり事業」に係るQ&A（第2版）
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Q 　本事業と重点分野雇用創出事業との違い如何。

A

　重点分野雇用創出事業では、当時の厳しい経済・雇用状況、直面する円高・デフレ状況を踏ま
え、景気回復を確かなものとするための経済対策として、重点分野に該当する事業で失業者に対
する短期の雇用・就業機会を創出・提供する事業を実施していたが、本事業は、現下の雇用情勢
等を踏まえ、若者や女性等の雇用機会の創出を図るとともに、賃金の上昇等の在職者の処遇を
改善する事業を実施するものである。

Q 　支援対象となる企業に限定はあるのか。

A
　原則として、自力での取組が難しいと考えられる、地域の中堅・中小企業を対象とするが、地域
の事情等に鑑み、当該事業の主体となる自治体において合理的な説明が可能である場合には、
中小企業以外の企業を対象として差し支えない。

Q 　雇用拡大プロセス（雇用型）において、新規雇用の失業者を継続雇用しなければならないか。

A
　本プロセスは、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援を目的としている事業であり、単に
研修を行うだけではなく、継続雇用に繋がる委託事業を実施していただきたい。また、実施要領第
４の６（４）より、安定した雇用に向けた就職支援を行う事業と併せて実施すべきと思料する。

Q 　雇用拡大プロセス事業と処遇改善プロセス事業のどちらか一つを実施することは可能か。

A
　経済対策として平成25年度補正予算により措置されたものであり、雇用拡大とともに処遇改善に
も取り組むことが必要である。

Q
　１事業で同一の新規雇用失業者に雇用拡大プロセス事業と処遇改善プロセス事業を同時に実
施することは可能か。

A

　雇用型で新規雇用の失業者を人材育成しながら同時に当該者に対し処遇改善を図る事業は、
両プロセスの経費が重複する可能性があり、実施は困難である。（Q130を参照）
  また、既存の基金事業で雇用されている者に対し、処遇改善プロセス事業を同時に実施すること
もできない。

Q 　プロセスごとに配布された交付金を流用することは可能か。

A
　不可。ただし、処遇改善プロセスの計画額が交付額を上回る場合に限り、雇用拡大プロセスの
交付額を活用できることとする。なお、事前に地域雇用対策室に相談すること。

Q 　今般措置される交付金は、年度内に既存基金に積み増さなければならないのか。

A 　平成25年度予算であるため、年度内の交付及び基金への積み増しを原則とする。

Q 　今般措置される交付金により、既存の基金事業を実施することはできるか。

A

　地域人づくり事業の実施のために交付するものであるため、当該事業の実施に活用すること。
　なお、今般措置される交付金を全額執行することが見込まれる（地域人づくり基金事業の事業計
画書上で事業費の合計が交付額を上回る）場合であっても、平成20年度補正予算予算、平成21
年度補正予算、平成22年度補正予算、平成23年度補正予算及び平成24年度補正予算として交
付された交付金を活用することはできない。また、予備費はその性質より当然ながら活用すること
はできない。

Q
　本事業において、新被災求職者（青森県、岩手県、宮城県、福島県及び茨城県内の災害救助法
適用地域に所在する事業所を離職した失業者又は当該地域に居住していた求職者）に配慮した
事業を実施することは可能か。

A

　震災等緊急雇用対応事業の実施地域が限定される一方で、依然として各地に避難者が存在す
ることから、新被災地域（青森県、岩手県、宮城県、福島県及び茨城県内の災害救助法適用地
域）以外の都道府県においては、今般措置された「地域人づくり事業」において、新被災求職者に
優先的に雇用・就業機会が提供されるよう配慮していただきたい。

Q 　非雇用型及び処遇改善プロセスの事業は１年を超えて実施することは可能か。

A 　本事業終了年度まで１年超の事業を実施することは可能である。
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Q 　両プロセスにおいて、外国人を対象とした事業の実施は可能か。

A
　一定期間後に帰国する者を対象とすることは適切ではない。外国人を対象とする場合、定住外
国人又は高度人材に限る。なお、両プロセスで、販路拡大等のため海外に拠点を設置し、外国人
を配置する事業は認められない。

Q
　人材育成を実施する委託事業において、当初契約時の研修計画に沿った事業が実施できない
場合の取扱い如何。

A

　事前に変更内容の変更に応じた変更計画を提出させるなどすること。なお、委託者である自治
体が、指導等行っても改善されなかった場合や精算時に研修計画に沿った事業の実施がされな
かった場合は、契約解除や事業費の返還もありうる。また、対象経費は、委託事業の実施に要す
る分のみであり、受託者は研修実態等を把握できる書類を整備する必要があり、研修実態が把握
できないものは対象経費から除外又は事業費を返還することとなる。

Q 　対象経費の取扱い如何。

A

　当該事業に直接必要な経費であること。事業に関係ない経費や公的な資金の用途として不適切
と認められる経費は、対象経費として計上できない。例えば、飲食代（講師食事代含む。）、交際
費、加湿器、社宅光熱費、敷金等は対象経費とはならない。また、通常の研修場所と異なる場所
での研修においては、近隣で必要な研修ができない等の理由による遠隔地での長期研修等によ
り勤務経路が変更となる場合、通勤手当が二重払いとならないよう確認すること。

Q 　本事業は、既存の基金事業とは別に管理を行う必要があるのか。

A
　今般措置される交付金は、緊急雇用創出事業臨時特例交付金を追加交付するものであり、都道
府県において、既存基金への積み増しにより対応されることを想定している。なお、事業ごと財源
ごとにより執行管理すること。

Q
　地域人づくり事業は、自治体による直接実施を認めていないが、事業を受託する適切な民間企
業等が存在しない場合でも、直接実施は認められないか。

A 　認められない。委託先は、民間企業、社団、財団、ＮＰＯ法人等幅広く可能としているところ。

Q
　緊急雇用創出事業で実施している（た）事業について、地域人づくり事業（雇用型）として振り替
えることは可能か。

A 　事業の一部を見直し、要件が合致していれば可能である。

Q
　一つの委託事業の中に、雇用拡大プロセスと処遇改善プロセスの二つの要素を盛り込んだ事業
を作ることは可能か。

A
　可能。ただし、その場合には、プロセスごとに、それぞれについての目標を設定することが必要
である。

Q 　具体的事業の立案を民間企業等からの企画提案方式とすることは可能か。

A

　民間企業等からの提案型の事業計画を参酌して都道府県または市町村（以下「自治体」とい
う。）において事業計画を立案することは差し支えない。
　また、自治体が事業計画を立案し、委託事業に係る委託契約の際に、企画提案方式で受託事
業者を決定することは、各自治体の財務規則等に基づく競争性のある手続きと見なされるもので
あれば問題ないものと考える。
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Q 　事業計画策定にあたって消費税の取扱いは。

　委託事業は、原則として事業経費全体が消費税の課税対象となり、事業計画書様式中の事業
額欄には、事業経費全体に消費税を含めた事業額を記載する。また、人件費及び新規雇用の失
業者に係る人件費欄についても消費税額を含めて記載する。
　なお、免税事業者については、平成24年3月28日付け職地発0328第1号「雇用創出基金事業に
おける消費税の取扱いについて」の取扱いに留意すること。

Q 　事業計画の公表方法についての考え方は。

A
　都道府県は事業計画を作成し公表するものであるが、当該事業計画は、ホームページで公表
し、その内容については、事業数、事業額、新規雇用の失業者数及び目標設定を想定している。

Q 　すでに国の交付金、補助金又は助成金等を受けている事業を本事業として実施することは可能か。

A
　補助金等を受けている事業について、それと同一対象範囲の事業については基金事業の対象
とはならない。なお、すでに補助金等を受けて実施している事業について事業を拡大し、当該新た
な雇用の拡充部分を基金事業として事業化することは可能である。

Q 　求職者を雇い入れた民間事業者に対する助成金を本事業の対象としてよいか。

A
　本事業は、地域内のニーズを踏まえ、都道府県が企画した新規の事業を通じて、雇用や就業機
会を直接的に創出するものであり、助成金により助成を行う事業は、当該事業に該当しない。

A

　【補足】消費税が非課税となる委託事業について
　基金事業の事業主体である自治体が当該事業を民間企業等に委託する本件委託事業につい
ては、受託者（民間企業等）が委託者（自治体）に対して行う資産の譲渡等に該当し、原則として
消費税の課税対象となる。
　なお、当該委託事業が下記例示のように、消費税法別表第一第７号ロ（社会福祉事業等)又は
同号ハ（社会福祉事業等に類する事業）に規定する事業に係る資産の譲渡等に該当する場合
は、非課税となる。（内容については国税当局と協議済み）
　《非課税となる委託事業の例》
　①　地域包括支援センターにおける事務補助等を行う事業
老人介護支援センターを経営する法人に対して「地域包括支援センターにおける事務補助等を行
う事　業」を委託する場合には、当該委託事業は老人介護支援センターを経営する事業（社会福
祉事業）として行われる資産の譲渡等に該当することから非課税となる（消費税法別表第一第７号
ロ）。
なお、委託先が老人介護支援センターを経営する法人でない場合は、非課税とならないことに留
意する。
　②　保育所や児童館での保育補助業務を行う事業
保育所や児童館を経営する事業者に対して、当該事業者が通常行っている保育業務を補助する
事業を委託する場合には、保育所等を経営する事業（社会福祉事業）として行われる資産の譲渡
等に該当することから非課税となる（消費税法別表第一第７号ロ）。
なお、委託先が保育所等を経営する事業者でない場合は、非課税とならないことに留意する。
　③　高齢者宅への配食サービス事業
高齢者宅への配食サービスを、身体等に障害がある高齢者等に対して行う資産の譲渡等として
「消費税法施行令第14条の３第６号の規定に基づき厚生労働大臣が指定する資産の譲渡等（平
成３年６月７日号外厚生省告示第129号）」に該当する「高齢者宅への配食サービス事業」を委託
する事業は、社会福祉事業に類する事業として行われる資産の譲渡等に該当することから非課税
となる（消費税法別表第一第７号ハ）。
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Q 　基金事業の対象とならない建設・土木事業は具体的にどのようなものを指すのか。

A

　ここでいう建設・土木事業とは、「日本標準産業分類」に定義される次の工事（軽微な場合を除
く。）を行う事業をいう。
 　(1)　建設物、土木施設その他土地に継続的に接着する工作物及びそれらに附帯する設備を新
設、改造、修繕、解体、除却若しくは移設すること、
　 (2)  土地、航路、流路などを改良若しくは造成すること、
   (3)  機械装置をすえ付け、解体若しくは移設すること。
　　　なお、上述の軽微な場合とは、具体的に次のようなものをいう。
   (1)　事業を実施している中でたまたま修繕等の作業が生じた場合
　　（例）観光地の美化の作業に際して観光施設の一部につき簡単な修繕を行うこと。
   (2)　事業を実施するために密接不可欠な修繕等の作業がある場合
    （例）森林整備の作業に際して作業道・自然道の修繕を行うこと。
    （例）緑地管理の作業に際して花壇の改造や軽易な工作物の設置を行うこと。

Q 　指定管理制度に係る事業を委託することは可能か。

A 　既存事業の振替に当たるため不可。

Q 　事業の新規性に係る判断基準はどのようなものか。

A
　基金造成時に同様の事業を行っているか否か、県費等を本事業で振り替えるものと見なされる
ものか否か等の観点により、都道府県において、別紙１「基金による事業の新規性について」によ
り事業の新規性を判断すること。

Q 　「委託事業を的確に遂行するに足る能力を有するもの」の判断はどのように行うのか。

A

　委託事業の内容により、円滑な事業実施に必要となるノウハウや、事業実績等を総合的に勘案
して、的確に事業を遂行できるかどうかの判断を自治体が行うものであり、①総勘定元帳及び現
金出納簿等の会計関係帳簿類を整備していること、②労働者名簿、出勤簿及び賃金台帳等の労
働関係帳簿を整備していること等が必要である。

Q 　事業委託の対象者として「その他の法人又は法人以外の団体等」の具体例は。

A

　「その他の法人」については、例示された民間企業、ＮＰＯ法人以外の法人であり、一般社団・財
団法人、公益社団・財団法人、独立行政法人、事業協同組合、商工会議所・民間企業が構成員と
なる協議会等が考えられる。また、法人以外の団体としては、権利能力なき社団、有限責任事業
組合、民法上の組合等が考えられる。
　なお、基金事業を適切に運営できるのであれば、個人事業主を委託対象とすることも可能であ
る。
　ただし、地方公営企業は、対象者に当たらない。

Q 　行政機関が構成員となる協議会を事業委託の対象者とすることは可能か。

A
　協議会の主たる構成員は民間企業等であり、主たる構成員である民間企業等が運営している場
合は対象となりうる。

Q 　第３セクターは事業委託の対象者となるか。

A 　いわゆる「第３セクター」であることのみをもって、当事業の委託対象から除外されることはない。

Q 　委託先からの再委託は可能か。

A

　事業再委託が必要となる場合には、各都道府県ごとに定める財務規則等に従って契約締結す
ることとする。委託事業の実施に当たりその全部を一括して再委託することは好ましくない。一般
に、都道府県は、委託事業の一部を再委託しようとする場合、再委託先に委託する業務の範囲、
再委託をすることの合理性及び必要性、再委託先の履行能力並びに報告徴収その他の運営管理
の方法を明確にしておく必要があるものである。
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Q
　「競争性のある手続きを原則とするが、契約の性質又は目的が競争を許さない場合等について
は、例外的に随意契約に準じた手続きによる」の例外的とはどのような場合か。

A

　都道府県の財務規則等に基づき契約の性質又は目的が競争を許さない場合等は、例外的に随
意契約に準じた手続きによる。具体的には、公募に対して応募者がなかった場合、当該場所でな
ければ業務遂行が不可能な場合において供給者が一に特定される場合、当該契約に係る物品又
は役務の提供を行える者が他に存在しない場合等が想定される。
　単に一般競争入札には必要な入札者の公募や質問書の受付等の手続を省略することを目的と
する場合や、本来一括して発注すべき契約を分割することにより尐額契約する場合は認められな
い。

Q 　運営管理費については何に使えるのか。

A

　運営管理費については、都道府県において、基金の管理運営、各市町村への補助金の交付等
の交付金に関する事務を行う際に必要となる諸経費（庁費、旅費、臨時職員の賃金等）に使用で
きるものとし、補助事業を行う市町村も同様の取扱いとする。
　なお、臨時職員は、本事業の主管課室における事務補助業務（本事業に係るもの）に従事する
者の賃金に限る。

Q
　運営管理費として都道府県（もしくは市町村）の本事業の主管課室において直接雇用により基金
事業の周知・広報や委託先に対する指導等を行う事務運営補佐員を配置することは可能か。

A
　可能である。ただし、当該目的のために雇い入れた事務補佐員等を他の業務と兼務させること
や基金運営のために正規職員を雇い入れることは不可とする。

Q 　本事業について、都道府県と市町村の配分基準はあるのか。

A
　都道府県への交付後の市町村への基金配分の基準は特段設けない。各都道府県ごとに、当該
都道府県が、雇用失業情勢や地域ニーズ等に応じて決定すべきものと考える。

Q 　市区町村へ補助金を交付するにあたり、補助金交付要綱を国は示すのか。

A
　補助金の交付要綱を示すことは考えていない。配賦基準、配分割合等各都道府県において必
要に応じてこれらの事項について策定するものと考える。

Q
　市町村補助事業において、事業に係る周知及び広報並びに事業の運営に係る経費の対象は、
どこまで認められるのか。

A
　事業に係る周知及び広報並びに事業の運営に係る経費としては、市町村が実施する委託事業
に係る周知広報経費、市町村の主管担当部署に配置する本事業の運営管理等の業務に従事す
る事務補佐員の人件費、委託先等に対する指導旅費等が含まれる。

Q
　同一内容の事業を同一の事業主が引き続き新年度に実施する場合の実績報告の計上方法に
ついての考え方は。

A

　事業の委託契約は年度ごとが一般的であることから、新規雇用する失業者の雇用契約も年度ご
とになることが多くなると考えられる。ここで、前年度末において雇用されていた労働者を新年度も
雇用する場合、実績報告書には、当該者について「新規雇用の失業者」として、前年度及び新年
度ともに計上する取扱いとする考えである。
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Q
　委託事業を実施する上で、必要な機器や物品等を購入した場合、基金事業終了後も継続して事
業を実施することになるため、委託契約期間終了後も購入した機器や備品等を引き続き使用した
いが、可能か。

A
　委託事業を実施する上で、必要な機器や物品等（以下「機器等」という。）の購入については、50
万円以上のものは認めない取扱いとし、原則リースあるいはレンタルでの対応としているところで
ある。

Q 　50万円未満の機器等を購入することは可能か。

A 　委託事業において機器等の購入は認めておらず、原則リースあるいはレンタルでの対応とする。

Q 　委託事業により生じた特許権等の知的財産権の取扱い如何。

A

　本事業は、地域のニーズに応じた人材育成・就業支援及び在職者の処遇改善を目的としてお
り、委託事業によって知的財産権を取得することは想定していない。
　仮に、知的財産権を取得した場合であっても、当該財産権は委託元である自治体に帰属するた
め、受託者において、知的財産権取得のための手続きを行うことは考えられない。

Q 　雇用拡大プロセス（雇用型）以外の事業において新たに失業者を雇入れることは可能か。

A
　新規雇用の失業者は、OJT及びOFF-JTを組み合わせた人材育成が必要であり、雇用型以外の
事業はできない。

Q 　平成２７年度に新たな事業を実施できるか。

A
　できない。両プロセスとも、平成２６年度末までに契約を結び、平成２６年度及び平成２７年度に
事業を実施することが必要である。また、雇用拡大プロセス（雇用型）については、２６年度末まで
に雇用を開始する必要がある。

Q
　平成２６年度に実施していた非雇用型の単発的な事業（合同説明会、セミナー等）を平成２７年
度も引き続き実施する場合、平成２７年度の事業に係る委託契約は、平成２６年度末までに契約
締結しなければならないか。

A
　平成２６年度の事業と同一の事業を実施する場合、継続事業に当たるので平成２７年度中に委
託契約を締結しても差し支えない。

Q 　人材育成計画及び処遇改善計画は具体的にどのようなものか。

A 　別紙２を参考にしていただきたい。

Q
　人材育成計画に沿った人材育成が実施されなかった場合、成果が達成できなかったものとして、
受託者に対して、事業費の全部または一部の返還を求めることは可能か。

A
　特段の理由がなく、当該計画どおりに人材育成がなされていなければ、事業そのものが適切に
実施されたとはいえず、事業費の全部または一部の返還を求めることは可能である。

Q 　市町村の目標設定は不要か。

A
　国として市町村ごとの目標設定を求めるものではないが、都道府県の判断で管内の市町村が目標を
設定することを障げない。いずれにしても、個別事業ごとに目標を設定する必要はある。

Q

緊急雇用創出事業実施要領第４の13において、「委託事業を行う事業主に対する委託費の支給事由
（中略）と同一の理由により支給要件を満たすこととなる各種助成金のうち国が実施するもの（国が他
の団体等に委託して実施するものを含む。）との併給はできない」旨が記載されているが、各種助成金
のうち国が実施するものとは何か

A
　別紙３のとおり。また、自治体は、委託事業を行う事業主に対して、委託費の支給事由と同一の事由
により支給要件を満たすこととなる別紙３の助成金等との併給はできない点についての注意を促すこと
とする。
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Q 　本プロセスの目的如何。

A

　未就職卒業者や、結婚・出産による離職から再就職を希望する女性等の失業者に対して、当該
失業者を雇用した上で、地域の企業等で就業するために必要な知識・技術を習得させるための人
材育成等の支援を行うことを目的としている。（雇用型）
　なお、セミナーや合同就職説明会の実施等失業者の雇入れを伴わずに実施するものも含む。
（非雇用型）

Q 　「雇用拡大」には、どのようなものが含まれるのか。

A

　事業により直接雇用した人数の他、事業により支援され、就職した者を含む。また、就職した者
の雇用形態についても、正規雇用の他、パート、契約社員、派遣社員などの非正規雇用も含む。
　この他、失業状態から継続的な就業（シルバー人材センターを介した就業、協同労働を含む）に
繋がった場合も含む。ただし、ボランティアは除く。

Q 　失業者を一人も雇用しないで事業を実施することは可能か。

A
　非雇用型の実施が可能。ただし、当該事業により就職、就業に繋げる人数を予め目標として設
定することが必要。

Q
  失業者を雇用しない事業(非雇用型）を実施する場合、当該事業の成果はどのように判断するの
か。

A 　実施した事業により就職した人数等により判断する（セミナー等の参加者数は成果としない。）。

Q
　非雇用型の事業で失業者が内定したが、翌年度の採用となった場合の成果はどのように判断す
るのか。

A
　内定のあった年度の成果として差し支えない。ただし、翌年度アンケート調査などで就職したこと
を確認する必要がある。

Q
　失業者を雇用して事業を実施する場合、事業費のうち、失業者の人件費割合が1/2以上である
必要があるのか。

A

　必要ない。本事業では、失業者を雇用せずに事業を実施できることから、失業者を雇用して実施
する場合でも、人件費割合は1/2以上である必要は無いが、自治体の判断で要件を課すことは差
し支えない。ただし、事業成果が全て当該事業での直接雇用である場合は、事業費のうち、失業
者の人件費割合が1/2以上である必要がある。

Q 　事業の成果目標はどのように設定すればよいのか。また、成果の実績はどのように判断するのか。

A

　失業者を雇用する事業の場合、その雇用した人数等で判断する。また、当該事業により、支援対
象者の就職が成果となる事業については、就職者数を実績としてカウントすることも可能である。
　失業者を雇用しない事業の場合、セミナー等事業の参加者数ではなく、事業の実施による就職
者数を実績としてカウントする。

Q 　雇用型の事業の成果目標は委託事業に係る新規雇用の失業者数でよいか。

A

　差し支えない。また、波及的支援効果による就職・就業者数も含まれる。なお、波及的支援効果
とは、人材育成された新規雇用の失業者が、求人開拓や非雇用の失業者の就労支援を実施する
ことにより、非雇用の失業者が就職・就業した場合であり、新規雇用の失業者が事業終了後に継
続雇用されることや、別の事業所に就職することではない。

【Ⅱ　雇用拡大プロセス】
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Q 　本事業の成果目標や成果として、学生（卒業予定者）を含めてよいか。

A

　本事業は、全ての事業について、雇用の拡大（就職）又は処遇の向上の成果を求めている。この
ため、学生の場合、事業を行っても、就職に繋がらない年次の者は対象とはならない。また、中長
期的に効果が認められる事業も、同様に対象とはならない。
　しかしながら、非雇用型の事業については、高校、大学等の最終年次であり、就職を希望してい
ながら、内定解禁後においても内定が得られていない者については、卒業を待ってから支援する
のでは、より就職が困難になることが見込まれるなどの不利益があることから、こうした者につい
ては、例外的に支援の対象として差し支えない。（雇用型の支援は、学生にはなじまないことか
ら、従来の基金事業と同様に在学中は、対象外とする。）
　なお、この場合においても、自治体の既存事業との代替は厳に慎むべきであり、未内定者に対
する支援事業に限る。また、高校及び大学等の最終学年次以外の学生に対する支援は本事業の
趣旨から実施することはできない。

Q 　本事業による事業経費には、制限があるか。

A

　失業者を雇用する、いわゆる「雇用型」で直接雇用する失業者の賃金は、地域における賃金水
準を勘案し、地域における一般の求人募集に影響を与えることのないようにしていただきたい。
　Ｑ６３で示したように、事業成果が全て当該事業での直接雇用である場合は、事業費のうち、失
業者の人件費割合が１/２以上である必要がある。
　また、事業成果１人あたりに係る事業費は、地域の自治体等で行われている類似の他の事業と
比べて、著しく高額とならないよう留意すること。

Q
　受託者がシルバー人材センターの事業であって、就業開拓を実施し、地域の高齢者に就業機会
を提供する事業は雇用型及び非雇用型どちらでも実施可能か。

A

　可能である。ただし、就業開拓を行う者を雇用型で新規雇用する場合、当該者に対しＯＪＴ及びＯ
ＦＦ－ＪＴを組み合わせて人材育成しなければならない。
　また、非雇用型の場合は、OJT及びＯＦＦ－ＪＴは不要であるが、新規雇用者とし雇用創出効果
に含めることはできない。さらに、当該事業に従事する期間の賃金を支弁することは可能である
が、基金事業以外の業務との経費が重複しないように明確に区分しなければならない。

Q
　前設問に係る事業で波及的支援効果による雇用創出効果に該当する就業者（新規会員）の就
業期間は単発的なものも効果として計上できるか。また該当しない場合、雇用創出効果に該当す
る就業期間の基準はあるか。

A
　単発的なものか否かは問わないが、前設問に係る事業により開拓した就業先における就業日数
が、入会日から自治体が実績把握する時点までの期間において、３０日未満である場合は、雇用
創出効果にカウントしない。

Q
　Ｑ６８の事業において、既会員に就業機会を提供した場合、既会員の就業者数を波及的支援効
果による雇用創出効果に含めることは可能か。

A
　雇用創出効果にカウントできる者は新規会員である。ただし、既会員のうち、入会のみでこれま
で就業したことがない者であって、雇用労働を含めた働き方を希望し、求職中（事実確認を行うこ
と）の場合は、対象者として取り扱うこととして差し支えない。

Q 　前設問の事実確認はどのように行えばよいか。

A
　シルバー人材センターは、当該会員に入会以降就業実績がないことを書面で記し、既会員は、
在職中（雇用契約によらない就業の予定が他にある状態を含む）ではないことを書面に記すことと
する。
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Q 　雇用型は、OJTまたはOFF-JTどちらか一方のみを行う人材育成事業の実施は可能か。

A 　不可。OJTとOFF-JTを組み合わせて失業者の人材育成を実施しなければならない。

Q 　本事業により、介護福祉士の養成の場合のように、１年を超える人材育成はできないか。

A

　本事業の新規雇用の失業者の雇用期間は１年以内であることから、人材育成期間は、資格取
得を含めて１年以内とする（新被災求職者除く。）。
　なお、普通自動車免許等の汎用性が広く、嗜好的な資格に係る人材育成は本事業の趣旨に馴
染まない。

Q 　建設業に係る人材育成とはどのようなものがあるか。

A 　労働安全衛生法第７６条に定めるものを想定している。

Q 　雇用型において、就職支援はしなければならいか。

A
　地域のニーズに応じた人材を育成する事業であること、実施要領第４の６（４）のとおり、単に人
材育成するだけでなく、継続雇用や早期に次の職業に就くことができるよう就職支援を図る事業を
計画する必要がある。

Q
　既存の基金事業において雇用契約期間が満了する者を、引き続き同一の受託者が本事業で新
規雇用の失業者として雇入れることは可能か。

A
　特に起業支援型地域雇用創造事業は、受託者において継続雇用されることを目的としているこ
と、既存の基金事業においても人材育成を実施していことから、雇用契約終了後は、当該受託者
に継続雇用されているものであり、設問のような状況は想定していない。

Q 　新規雇用の失業者を雇入れ当初から正社員として雇用できるか。

A
　失業者の安定的な雇用の場が確保されることから差し支えない。本事業の対象となる雇用期間
は１年以内であることに留意しつつ、安定的な継続雇用に努めていただきたい。

Q
　雇用拡大プロセス（雇用・非雇用）で、求人開拓を実施する人員を新規雇用した場合、１年目は
雇用型で新規雇用し、2年目は非雇用で既存社員として人件費を対象とできるか。

A
　当該ケースの場合、安定的な継続雇用を図るため、正規雇用として継続雇用された場合のみ対
象となりうる。また、２７年度は新たな事業は実施できないことに留意すること。

Q 　県外で雇用する事業は実施可能か。

A
　地域のニーズに応じた人材育成を目的としており、県外での雇用は想定していない。
　ただし、人材育成に必要な研修施設が県外にしかない場合等、必要に応じ研修場所が県外とな
ることは差し支えない。

Q 　本事業により、研修を行う場合、費用の割合に制限はあるか。

A
　研修のために使用する費用の割合について制限は定めていないが、委託元の判断により、地域
人材育成事業のような制限を課すことは差し支えない。

　〈雇用型〉
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Q
　本事業により、人材派遣会社等を活用して、いわゆる雇用型の支援を行う場合、厚生労働省の
事業である「紹介予定派遣活用型若者就職応援事業」（若者応援事業）との関係はどのようになる
か。自治体が本事業を行う場合に、留意すべき事項はあるか。

A

　一般的に、これまでも、基金事業の活用においては、国の助成金など既存の支援制度との間に
併給調整がかかるが、事業の重複を省く観点等から、若者応援事業が行われる場合には、当該
事業が優先される形で調整されるため、原則、紹介予定派遣を活用した学卒未就職者への就労
支援事業を行うことは不可能。
　ただし、地域において、①若者応援事業の枠を超える若者就職支援のニーズがある場合や、②
当該事業が実施されない地域がある場合には、調整の必要がなく、本事業により、紹介予定派遣
を活用した雇用型事業を実施することができる。また、若者応援事業の対象より広い範囲の対象
者を事業対象とする雇用型支援を行う場合にも、事業間調整の必要がない。
　具体的な調整の考え方については、以下のとおりである。
　①については、本事業による雇用型支援を行う時点で、若者応援事業の対象者募集が具体的
に予定されていなければ、雇用型支援の対象者募集を行うことが可能。また、募集が具体的に予
定されている場合には、その時点における募集数が、当該地域の事業対象者数を下回っていれ
ば、その範囲内で雇用型支援の対象者募集を行うことが可能。
　②については、本事業による雇用型支援を行う時点で、自治体において、若者応援事業の対象
者募集が具体的に予定されていなければ、雇用型支援の対象者募集を行うことが可能。
　併給調整の詳細な取扱いは、若者応援事業の整理をした上で、補正予算成立後に別途通知予
定。

Q
　事業計画書及び実績報告書の「事業に従事した全労働者数」、「新規雇用の失業者の人数」に
は実人員を記載するのか。

A

　それぞれ実人員を記載する。ただし、新被災求職者を雇用期間の更新により同一の者を雇用す
る場合には、更新回数に応じた人数を計上すること。
　また、新規雇用の失業者以外の労働者（委託先の既存の従業員等）については、様々な従事形
態が考えられるため、例えば、①委託先の既存の従業員が当該事業に専属で従事した場合は、
その者を１名と計上する、②複数の従業員が持ち回りで当該事業に従事した場合は、日数等で割
り戻した人数を計上する(例えば、週５日を５名でローテーションした場合１名と計上。）等実態に
沿って計上する取扱とする。（小数点以下は切り捨て。ただし、割り戻した人数が１人を下回る場
合には、１人として計上する。）

Q
　雇用拡大プロセス（雇用型）の事業に係る募集を行ったが、新規雇用の失業者を１人も雇用でき
なかった場合、事業遂行可能か。

A
　雇用拡大プロセス（雇用型）の場合、年度を跨ぐ事業を含め委託契約期間終了日までに、新規
雇用の失業者を１人も雇用しないといった事態は想定していない。

Q
　失業者等の採用条件として、例えば、離職前の職業を建設業等の特定不況業種に限定すること
は問題ないか。

A
　本事業は、幅広く失業者等を対象にするものであり、事業の性質上必要と認められる以外の限
定的な制限を課すべきではない。

Q 　若年無業者等の就職困難者に限定して労働者を募集することは可能か。

A
　若年無業者（４０歳未満）において支援が必要となる者に対する雇用機会提供の観点から、限定
を設けることは可能と考える。

Q
　採用面接時点においては在職中であるが、委託事業の開始前に契約期間満了等が確実な者を
雇用する場合、新規雇用の失業者として取り扱うことが可能か。

A 　可能である。
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Q 　３月卒業予定の学生・生徒を本事業における失業者として取り扱うことは可能か。

A
　採用面接時点で未内定の状態であり、卒業後の事業開始時点で失業状態であることが予測さ
れる者については、本事業における失業者として取り扱うものとする。

Q 　新規学校卒業者を平成25年度中から雇い入れることは可能か。

A
　可能であるが、実際の雇い入れは卒業日の翌日以降とすること。
　また、ハローワークでは新規学校卒業者に対する就職支援に力を入れているところであり、新規
学校卒業者の求人にあたっては、可能な限りハローワークへの求人提出をお願いする。

Q 　事業実施期間と労働者の雇用期間を一致させる必要はあるのか。

A
　事業実施期間は、各事業ごとの性質に応じた期間を設定することとし、個々の労働者の雇用期
間をこの事業実施期間に必ずしも一致させる必要はないものと考える。

Q 　実施される事業における労働者の賃金はどの程度が妥当と考えているか。

A 　地域における賃金水準を勘案して適切な水準に設定することとする。

Q 　新規雇用の失業者の人件費には何が含まれるのか。

A

　人件費には、賃金のほか、通勤手当、賞与、退職手当等の諸手当（委託先の社内規定等におい
て労働者に対する支給が義務づけられているもの）、社会保険料（雇用保険料、労災保険料等）に
係る事業主負担分を含むものとする。
なお、人件費にかかる消費税については、人件費として取り扱って差し支えないものとする。

Q 　人件費のうち賃金を委託契約時の設定単価に基づき支弁することは可能か。

A 　賃金台帳等により実際の支払額を確認し、精算すべきものである。

Q 　事業受託者Ａが、派遣会社Ｂに支払う派遣料は人件費として計上することは可能か。

A

　新規雇用する予定の労働者の募集に当たっては、ハローワーク、地方公共団体等の活用のほ
か、文書による募集、直接募集等さまざまな方法が考えられる。このうち、人材派遣会社を活用す
る場合、次のような取扱いとするものとする。
　人材派遣会社Ｂから派遣された登録派遣労働者について、派遣先（＝事業受託者Ａ）において
は雇用関係はないものであるが、本事業においてはこれを「事業に従事する労働者」として算入す
る取扱いとする。
　「事業費に占める人件費割合」の人件費は、派遣会社から労働者に支払われる賃金を計上する
ものであるが、通常、事業受託者Ａと、派遣会社Ｂとの間で締結される派遣契約の中では、労働者
への賃金は明記されないものである。この場合には、労働者への賃金については、ＡＢ間の派遣
契約、覚え書き等で定められた派遣料金に0.7を乗じた額を人件費として計上する取扱いを可能と
する。
　なお、登録型派遣労働者であって、常用雇用に向けて仕事を探していることを常態とする場合
は、失業者に該当する取扱いとする。

Q 　既存社員が派遣労働者であった場合、人件費を計上することは可能か。

A

　前設問と同様に、派遣契約の中で派遣会社から労働者に支払われる賃金が明記されていない
等派遣労働者の賃金が不明確な場合において、派遣労働者への賃金については、派遣契約、覚
え書き等で定められた派遣料金に0.7を乗じた額を既存社員の人件費として計上する取扱いを可
能とする。なお、委託事業以外の業務にも従事させている場合は、按分して計上すること。
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Q 　委託事業の対象とならない事業は具体的にどのようなものか。

A

　人材育成を目的とせず以下の事業を実施するもの、又は以下の事業の実施自体が目的ととらえ
られるもの。
　　　○[都道府県が直接行う事業]
　　　　・都道府県が直接実施の非常勤講師、補助教員を小中学校等に配置する事業
　　　○[都道府県がすでに実施している既存事業を振り替えた事業]
　　　　・県の複数年に渡って実施する事業について、途中年度分以降にかかる事業
　　　○[建設事業、土木事業]
　　　　・建設物、土木設備等の新設、改造、修繕、解体、除却、移設を行う事業
　　　　・土地、航路、流路の改良、造成を行う事業
　　　○[地域の企業等で就業するための必要な知識・技術を習得する効果が低い事業。
　　　　　今後の地域の発展に資すると見込まれない事業。]
　　　　　【草刈り、単純清掃等の軽作業の例】
　　　　　　・　草刈りのみを行う事業（公道や公共施設敷地内の除草作業等）
　　　　　　・　単純な清掃のみを行う事業（公園美化、側溝浚渫、海岸漂着物除去等）
　　　　　【地域の企業等で就業するための必要な知識・技術を習得する効果が低い事業の例】
　　　　　　・　２～３ヶ月程度で終了するイベントの会場設営、イベント運営を行う事業
　　　　　　・　季節要因により期間が限定される事業（除雪等）
　　　　　　・　地域の安全確認や不法投棄防止のための巡回パトロール・見回り事業
　　　　　　・　単発の調査研究事業（○○実態調査、○○現況調査、○○緊急調査等）
　　　　　　・　データ整理事業（○○調査に係るデータ整理、紙台帳のデータベース化事業等）
　　　　　　・　当該実施年度内に完結する事業（ＨＰ開設、○○年度観光ＰＲビデオ作成等）

Q 　雇用される失業者の労働時間や日数等の基準はあるのか。

A

　健康保険の被保険者の要件となる所定労働時間、日数が当該事業所において同種の業務に従
事する他の通常の正規労働者のそれの概ね３/４以上にあることが望ましいが、委託事業の内
容、業務量、委託先における雇用継続の確保の観点から、正規労働者の所定労働時間、日数の
３/４より尐ない労働時間、日数としても差し支えない。ただし、雇用保険被保険者となる週２０時間
以上を目安として適切に事業運営をしていただきたい。

Q 　退職者の補充は、当該退職者の雇用されることが可能であった期間の範囲内で可能であるか。

A
　人材育成を行う事業であることから、事業期間中に退職した者に係る人材育成計画をそのまま
適用する形で補充することは不適切である。

Q
　ふるさと雇用特別再生基金事業、緊急雇用創出事業（緊急雇用事業、重点分野雇用創造事業、
起業支援型地域雇用創造事業）に従事していた失業者は対象となるか。

A

　対象となる。
　なお、今般創設された地域人づくり事業と従前の基金事業の雇用期間は通算しない。
ただし、雇用拡大プロセス（雇用型）における雇用期間は通算して１年以内となる（新被災求職者
を除く。）。

Q
　契約事務上、年度を跨ぐために年度末でいったん契約を打ち切る場合、これは更新１回とカウン
トされてしまうのか。

A
　実態として１人の労働者について連続する一つの就業であるものと見なされる場合は、契約実
務上、年度切替えを行ったとしても、これを更新１回とカウントしない取扱いとする考えである。
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Q
　派遣会社に委託し、派遣会社で雇用した派遣労働者を派遣先の業務に従事させることで人材育
成を行う事業の実施は可能か。また、業界団体に委託し、傘下の会員企業の業務に従事する事
業の実施は可能か。

A

　原則として、委託先自体が行っている業務そのものをＯＪＴで習得することを想定しており、これ
により委託先での委託事業終了後の継続雇用の可能性が高まることが期待されるものである。
　なお、地域の実情や職種の状況等により、人材派遣会社や教育訓練事業者への委託により行う
事業形態が事業の円滑かつ効果的な実施のために必要である場合には、委託先とすることも可
能である。この場合、人材派遣会社や教育訓練事業者が、個々の企業に対して労働者派遣又は
再委託を行う際に、これにより利益を得ることを目的とする事業とならないよう留意する必要があ
る。
　また、業界団体等が、利益を目的とせず、業界全体の人材育成、人材確保の観点から、研修等
のＯFF－ＪＴ部分を担う等により委託先となることは可能である。この場合、個々の企業で雇用す
る場合には、業界団体等から個々の企業への再委託となるが、業界団体等で雇用した上で個々
の企業に派遣する場合には、業界団体等において労働者派遣事業の許可を得ている必要があ
る。

Q 　研修に係る費用の考え方如何。

A

　研修に係る費用は以下のとおりとする。なお、これらの費用は新規雇用の失業者を対象とする
研修に限る。
　○　研修機関でのＯFF－ＪＴの場合（本人負担相当分）
        研修機関の入学料（入学金、登録料）、授業料（講座受講料、実習費、補講費）、教科書
     代や教材費、研修機関に通うための交通費、通信制講座の受講に必要な通信費、受講に係
     る宿泊費（泊まり込みの研修）、研修機関より貸与されるパソコン等の器材のレンタル費　等
        ただし、受験料や免許登録に係る費用(受検会場等までの交通費含む。）は対象外とする。
　　（受託者の規定で資格取得に係る受験料補助等の定めがある場合も、本事業の対象経費に
　　該当しない。）
　○　受託者自ら行うＯFF－ＪＴの場合
        外部講師謝金、旅費、教科書代や教材費、研修に必要な資材に係る費用　等
　　　　ただし、謝金の算出においては、事業実施主体である自治体の謝金規定によること。
　○　受託者でのＯＪＴの場合
        既存の従業員が指導にあたる間の当該従業員の賃金、新規雇用失業者がＯＪＴで使用す
　　 る資材に係る費用、ユニフォーム代　等

Q 　前設問の既存の従業員が指導にあたる間の当該従業員の賃金とは何か。

A
　基本給や指導に必要な役職手当等であり、住宅手当等の当該事業に直接関わりがない諸手当
や通勤手当、賞与は該当しない。ただし、本来業務の勤務場所とOJT研修の場所が異なる場合、
OJT研修場所への通勤手当は対象となりうる。

Q
　研修期間に通うための交通費は人件費ではなく、研修費用として算定するように読み取れるが、
研修期間に通うための交通費等は、通勤手当として人件費に含んで算定してもよいか。

A

　本事業については、通勤した上で、一定の時間のみ研修期間に通うこと等が想定されることか
ら、その交通費は、研修費用の例示として上げたものである。実態として、研修機関に通うこと自
体が通勤となっているのであれば、地域人づくり事業においても、通勤手当として人件費に含んで
算定しても構わない。

Q 　新規雇用の失業者が休職等により、就労しない無給期間に係る人件費は本事業の費用となりうるか。

A
　人材育成を目的とする事業であることから、当該者に対し人材育成を実施していない無給期間
の人件費を支弁することは困難である。

Q 　研修に係る経費及び新規雇用の失業者の人件費以外の経費は対象となるか。

A
　雇用型は、新規雇用の失業者を人材育成する事業であり、OJTで新規雇用の失業者が使用す
るパソコン、車等のリース・レンタル費は対象と考えられるが、原材料など受託者の本来業務に係
る経費は対象となり得ない。また、対象経費も必要最小限度に限る。
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Q
　実施要領第５の１（１）⑥ウ（ア）「失業者に雇用を伴わずに実施するものを含む。」とは、人材育
成を行う事業を実施しなければならないのか。

A
　地域のニーズに応じた人材育成又は就業支援（就職支援セミナー、合同就職説明会等）を実施
していただきたい。また、人材育成の事業においては、早期に次の職業に就くことができるよう就
業支援と併せて実施していただきたい。

Q 　人材育成・就業支援計画は作成しなければならないか。

A

　人材育成に係る事業については作成を求めるが、それ以外の事業（就職支援セミナー、合同就
職説明会等）のみを実施する場合は作成を必要としない。ただし、セミナーであっても人材育成を
行うものは作成が必要である。
　なお、非雇用型で人材育成を実施し、就職者数が０人など、目標達成できない程度が甚だしい
場合は委託元である自治体は、受託者に対して、事業費の全部又は一部の返還を求めるべきで
ある。

Q 　どのような経費が含まれるか。

A
　セミナー等の会場費、周知広報経費、講師謝金、事業に従事する既存社員の賃金実費分、単発
的なイベント開催時に必要となる人員の人件費等である。なお、支援対象者に係る費用（旅費、日
当等）は、対象経費に当たらない。

Q
　就職活動に当たって長距離移動が必要な未就職卒業者に対して、交通の支援のみを実施する
することは可能か。

A 　事業に係る支援効果か不明瞭なため、交通の支援だけを行うことは不可。

Q
　就職活動に当たって長距離移動が必要な未就職卒業者に対して、支援会社が就職活動を進め
る上で必要となるセミナー等を行った上で、合同面接等への参加を支援する事業を実施する場
合、支援対象の未就職卒業者に対し交通費を支弁することは可能か。

A
　支援対象者に対し、交通費を支弁又は立替え払いすることはできない。合同面接会への参加の
ためのバスの借り上げは事業費として計上することは可能。なお、上限額を考慮して過度にならな
いよう（鉄道、船舶、飛行機の借り上げに要する事業費は対象外。）に留意すること。

Q 　経費に制限はあるのか。

A

　事業費と成果はバランスのとれたものとすること。（成果に比して事業費が過大とならないこと。）
　事業成果一人当たりに係る事業費は、地域の自治体等で行われている類似の他の事業と比べ
て著しく高額とならないように留意すること。
　各都道府県におかれては、「成果一人当たりの事業費は○○万円とする」など、事業費の上限を
設定していただきたい。

Q 　非雇用型事業の対象者の範囲如何。

A
　雇用拡大プロセスは、失業者に対する就業支援及び雇用機会を提供することを目的とした事業
であるから、事業の対象は失業者であり、在職中の者は対象外。

　〈非雇用型〉
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【Ⅲ　処遇改善プロセス関連 】

Q 　既存の雇用創出基金事業のような事業を委託することは可能か。

A
　不可。軽作業や調査研究事業等の事業を委託するものではない。賃上げ等の処遇改善に係る
原資を生み出すことを目的とした取組の支援を行う事業である。

Q 　既存の雇用創出基金事業のような事業を委託することは可能か。

A
　不可。軽作業や調査研究事業等の事業を委託するものではない。賃上げ等の処遇改善に係る
原資を生み出すことを目的とした取組の支援を行う事業である。

Q 　「処遇改善」には、どのようなものが含まれるのか。

A
　従業員の賃上げ、正規雇用化・無期雇用化、新入社員の定着率向上、その他従業員の実質的
な収入増を伴う福利厚生の充実である。

Q 　本事業はどのような取組が対象となるのか。

A

　本事業は、企業がその従業員（非正規労働者を含む在職者。）に対して、賃金の引き上げをはじ
めとして、非正規雇用労働者の正規雇用化、職場定着などの在職者の処遇向上を行うために必
要な原資を作るために行う取組等に対して支援を行うものである。このため、処遇向上に繋がらな
い取組は対象とならない。
　ただし、本来業務に必要な資格を取得させ、自前財源により手当を支給する取組は対象となりう
る。

Q 　個人事業主を受託者とした取組は可能か。

A 　従業員の所得の向上に繋がる取組であれば可能である。

Q 　個人事業主は支援対象者に該当するか。

A
　報酬を自ら設定することが可能な士業は対象外とする。また、受託者が個人事業主とすること
は、直接的な賃金補填となるため不可。受託者である支援事業者が個人事業主の所得の向上に
繋がる取組を実施することは差し支えない。

Q 　本事業の処遇改善プロセスにより、直接在職者への賃金補填を行うことは可能か。

A 　不可。処遇改善の効果、改善の期間が限定的と考えられるため。

Q 　本事業の対象は中小企業のみか。また、対象企業に何か制限はあるのか。

A
　本事業の対象は、独力では在職者の処遇向上のための原資を作ることが難しい中小企業を主
な対象として想定しているが、地域の事情等に鑑み、当該事業の主体となる自治体において合理
的な説明が可能である場合には、中小企業以外の企業を対象として差し支えない。

Q 　企業が取り組む生産力向上について、具体的にどのような費用が本事業の支出対象となるのか。

A

　本事業において実施可能な取組は、在職者の処遇向上に繋がる原資が生まれるものであるか
否かが判断基準となる（以下の問いにおいて同じ）が、例えば、自社の販路に見合った生産能力
向上や、時間当たりの生産力向上等のために行う社員育成、研修、実習等にかかる費用は、これ
に含まれる。

Q 　本プロセスの対象経費は、本来業務に係る経費も対象となるか。

A
　対象経費は、コンサルタント料などの間接的な経費であり、本来業務で措置すべき開発費用、店
舗設置費など直接的な経費は対象外。具体的には、別紙４を参照にしていただきたい。

Q
　企業が取り組む販路拡大、海外展開について、具体的にどのような費用が本事業の支出対象と
なるのか。

A

　例えば、見本市や商談会等具体的に販路拡大に繋がる催事への出展費用（飲食を伴う会合の
参加費、在職者の給与、長期滞在（概ね１週間を超えるもの）に係る経費及び海外出張中の代替
職員の人件費は対象経費に含まれない。）であり、海外に拠点となる事務所を設置すること、現地
法人へ事業を委託（再委託）することはできない。
　また、事業費の上限額を考慮し過度にならないように考慮すること。
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Q
　海外への販路拡大支援に係る経費として認められるものはどのようなものか。例えば、海外の
バイヤー招聘のための旅費は認められるのか。

A
　当該海外バイヤーを招聘することが、当該事業の支援対象事業者において、海外との取引拡大
に繋がることが具体的に見込まれ、その結果、賃上げ等の処遇改善が見込まれるものであれば、
海外バイヤーの招聘のための交通費、宿泊費は認められる。

Q 　企業が取り組む業務効率化について、具体的にどのような費用が本事業の支出対象となるのか。

A 　例えば、業務効率化のためのコンサルタント料、職員研修費等は、これに含まれる。

Q
　受託者が支援事業者であり、当該支援事業者が支援対象者へ日当、奨励金、旅費等を支弁す
ることは可能か。

A
　支援対象者に係る旅費等の経費を支弁することはできない。また、日当、奨励金の支弁は、賃
金補填に当たり認められない。

Q
　企業が取り組む新分野進出、商品開発について、具体的にどのような費用が本事業の支出対
象となるのか。

A

　日本標準産業分類の分類（４桁の細分類で可）が追加・変更されること、定款に新たな事業が追
加されること、新たに部門が設置されること等に伴い、そうした新分野進出に必要となる間接的な
事業費（当該部門に従事する在職者の人件費、原材料費や研究開発費等が支出されるわけでは
ない）が対象となる。（ただし、基金共通の禁止事項としての施設・設備の整備などのハード面へ
の支出は認められない。）

Q 　企業の諸取組について、例えば、１社当たりの単価など費用面での制限はあるか。

A
　事業費と成果はバランスのとれたものとすること。（成果に比して事業費が過大とならないこと。）
　各都道府県におかれては、「支援対象の企業の売上の○○％とする」など事業費の上限を設定
していただきたい。

Q 　人づくり事業による賃上げと所得拡大税制による減税について、同一の企業が併用はできるか。

A

　手法は異なるものの、両制度とも企業が自社の従業員の賃上げを行った場合に支援を行う国の
制度であるため、同一の対象に対して、二重の支援を行うことはできない。
具体的には、ある年度において本事業を活用した企業については、当該年度について、同一の範
囲の従業員に関する所得促進税制を利用して減税は受けることはできない。（対象となる年度が
重複しない場合には、この限りではない。）

Q 　同一人物を雇用拡大プロセスと処遇改善プロセス両方の支援対象とすることは可能か。

A

　同一人物について、雇用拡大プロセスのＸ事業を受けることにより、求職者から社員となり、雇用
拡大プロセスの人材育成終了後、処遇改善プロセスのＹ事業を受けて、賃上げの対象となること
は有り得ることであり、認められる。仮に、それぞれの事業おける成果目標に達すれば、それぞれ
の事業成果としてカウントすることは可能である。
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Q
　シルバー人材サービスセンターの既会員の賃上げのため、既会員に対し研修を行う事業は実施
可能か。

A 　既会員に対する研修の実施は、本来業務に当たるため不可。

Q
　女性の役員数を増加させる事業や男性の育児休暇、短時間勤務取得率を高める事業、残業時
間を短縮する事業は実施可能か。

A
　賃上げ等の処遇改善に係る原資を生み出すことを目的とした取組の支援を行う事業であり、設
問の事業は、処遇改善プロセスに馴染まない。

Q
　処遇改善プロセスの目標は「売上・収益の上昇」と「賃金の上昇」等の２点を必ず設定しなければ
ならないか。

A

　本プロセスの目的は、賃金の上昇等の処遇改善であり、これに係る目標が設定されていれば、
「売上・収益の上昇」に係る目標設定を必須とするものではない。ただし、処遇改善に活用する原
資が必要であることに変わりはないため、これをどのように確保するのかについては、個別事業毎
に確認する必要がある。

Q 　本事業の成果は何時、誰が、どのように確認するのか。

A

　本事業の成果は、事業主体である自治体が、事業終了時点で、地域の実情やその事業内容に
応じて、確認することが原則である。ただし、事業終了後、一定の期間が経過しなければ、成果が
生じない事業については、統一的に調査時点（例えば、事業終了後○ヶ月）を定め、確認となる。
ただし、この確認時期が事業終了から長期間をおくと、事業の成果であるか否かが判定できなくな
ることから、他の同種の事業の効果測定時期とのバランスを考えて、設定することが望まれる。

Q 　処遇改善プロセスに係る事業の成果はどのタイミングで達成していることが求められるのか。

A

　賃上げに関する事業の成果は、事業計画以上の賃上げが行われた時点で達成したこととなる。
正社員化に関する事業の成果は、事業計画に記載された正社員化に関する取組が行われた時
点で達成したこととなる。（実際に正社員化された者が発生することが必要。）
　定着支援については、事業計画に記載された定着支援に関する取組みにより、支援前と比較し
て、支援後に定着者が増えていることが確認された時点である。
　いずれの成果も、事業期間中または事業期間終了後一定の時点で、統一的に調査され、把握さ
れるべきである。

Q
　処遇改善プロセスの賃上げについて、例えば、ベアした場合、その効果は将来的に継続する
が、このような場合、成果として複数年を対象として考えてよいか。

A
　通常、将来にわたり、効果の継続が見込まれる基本給等については可能。ただし、その場合でも
５年を上限とすること。

　〈事業の成果について〉
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Q 　前設問について、成果を複数年とした場合、設定した年数まで成果を確認する必要があるか。

A
　長期にわたる効果を認める場合、実施主体たる地方自治体は、その認めた期間における効果を
すべて確認すること。

Q 　賃上げの範囲は、どのようなものか。

A
　基本給の引き上げだけではなく、各種手当の新設や引き上げ、賞与・一時金の増加等も含まれ
る。
　また、各種手当制度の新規増設や手当額の増額等も対象となりうる。

Q 　賃上げの成果について、どのような書類で確認するのか。

A
　確認方法は、地域の実情や、各事業の内容に応じ、自治体に委ねられるが、事業実施主体の説
明責任の観点から、事業主へのアンケートによる記録などは文書で実施、保存すること。

Q 　正社員化の成果について、どのような書類で確認するのか。

A
　確認方法は、地域の実情や、各事業の内容に応じ、自治体に委ねられるが、事業実施主体の説
明責任の観点から、事業主へのアンケートによる記録などは文書で実施、保存すること。

Q 　職場定着の成果について、どのように確認するのか。

A

　確認方法は、地域の実情や、各事業の内容に応じ、自治体に委ねられるが、例えば、事業に取
り組む前の当該事業所の職場定着率と事業に取り組んだ年度における職場定着率を比較し、そ
の差を明らかにすることによって確認することが考えられる。事業実施主体の説明責任の観点か
ら、事業主へのアンケートによる記録などは文書で実施、保存すること。
　また、長期にわたり採用がなかった企業の職場定着の成果の確認方法として、企業規模が同程
度の地域に所在する同業者と比較することなどによるものと考える。

Q
　本事業の成果として認められる「その他」として、例えば、「福利厚生の充実」はどのように考える
のか。また、どのように確認するのか。

A

　本事業は経済対策に基づくものであり、賃上げをはじめとした労働者の処遇向上を目的としてい
ることから、金銭的収入が増える又は経費等の本人負担が減尐するなどの実質的な収入の増加
に繋がるものであることが必要。いずれにしても、金銭を直接補填するのではなく、必要な原資を
生み出す取組が支援対象となる。
　福利厚生制度であっても、一定のポイントを付与し、カフェテリアプラン方式（企業が職員の勤続
年数や資格等級を基準にしてポイントを付与し、職員はそのポイントを使用して福利厚生メニュー
から自分のニーズに合ったサービスを使用）などにより、実質的に従業員の裁量で活用することが
出来ることにより、所得を増やす場合も対象となる。
　このように、従業員に対する金銭的対価の新規付与・増額であれば、名称や形式を問わない。
　なお、確認方法については、社内の関連規定の整備状況と実際の活用状況をアンケート調査等
により確認することで判断することが想定される。なお、この場合についても、他の処遇改善と同
様に、事業実施主体の説明責任の観点から、事業主へのアンケートによる記録などは文書で実
施、保存すること。

Q 　年度を跨いで事業を実施する場合、それぞれ年度毎に目標を設定しなければならないか。

A
　年度毎に目標を設定すること、平成２７年度末まで複数年度で達成する目標を設定すること、い
ずれの場合でも差し支えない。個別事業ごとに判断していただきたい。

Q
　複数年度で達成する目標を設定した場合、初年度は目標未達成となるが差し支えないか。その
場合、実施要領の実績報告の成果は無しと報告してよいか。

A 　差し支えない。
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Q 　事業計画に必ず盛り込む必要がある事項如何。また、誰に対する計画か。

A

　事業計画は、支援の対象となる在職者を雇用する事業主が、自治体からの事業の受託者を通じ
て、または直接に、事業を発注した自治体に対して、所定の様式に必要事項を記入することにより
行う。事業計画においては、本基金による事業の実施により、一定の生産増又は生産性向上等が
実現された場合、従業員の処遇を一定程度向上させることを明示する。

Q
　受託者が支援事業者である場合、事業計画は当該支援事業者が記入するのか、支援対象者が
それぞれ記入するのか。

A

　取りまとめ方法については、特に定めていないが、宣言事項は、支援対象者の記入が必要であ
る。
　また、宣言事項は、別紙２のとおり支援対象者の企業名及び代表取締役の氏名を記入していた
だくが署名捺印は自治体の判断による。

Q
　事業計画の内容は公表されるのか。公表されるのであれば、どのように公表するのか。また、非
公表とすることが認められるケースはあるのか。

A

　処遇向上の内容を公表することを原則とする。また、可能な限り、生産増または生産性向上の取
組についても公表されることが望ましいが、企業の営業上の秘密に当たるなど困難な場合には、
後段については、この限りではない。ただし、支援の対象となる在職者を雇用する事業主は、当該
対象在職者に対し事業計画を周知すること。

Q
　事業計画における事業費や成果目標値が、常識に照らして高すぎる又は低すぎる場合は、どの
ような取扱いとするべきか。

A
　事業費と成果はバランスのとれたものとすること。（成果に比して事業費が過大とならないこと。）
　各都道府県におかれては、「支援対象の企業の売上の○○％とする」など事業費の上限を設定
していただきたい。

Q
　事業計画通りの成果が上がらなかった場合、受託企業に対しては、ペナルティーがあるか否か。
あるとすれば、どのようなものか。

A

　一定の生産増又は生産性向上等が実現されなかった場合、従業員の処遇向上が実現しなかっ
たことのみをもって直ちに事業計画に反することにはならないと考える。ただし、悪意ある場合や
達成できない程度が甚だしい場合等には、事業実施主体である自治体は、受託者に対して、事業
費の全部または一部の返還を求めるべきである。
　また、委託先事業所と処遇改善が図られる事業所が同一ではなく、成果が達成できなかった場
合であっても、同様の取扱いとなる。

　〈「処遇改善計画」について〉
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【Ⅳ　収入 】

Q 　事業終了時に都道府県において収入等が生じた場合の取扱い如何。

A
　委託契約額を確定した結果、概算払いにより受託者に交付した委託費に残額が生じたとき、又
は委託費により発生した収入があるときは、委託者は受託者に対し、返還を命じるものとする。

Q 　収入については、どこまで返還する必要があるのか。

A

　委託事業の実施により発生した収入（売上等）がある場合、得られた収入から委託契約額を上
回る事業費を差し引いた額を返還するものとする。
　なお、委託契約額を上回る事業費とは、委託契約等で定めた対象経費を超過したものであり、
減価償却費等は事業費に当たらない。

Q
　委託契約期間終了後、要件を満たす場合、委託事業により発生した収入の返還を要しないこと
としているが、年度を跨ぐ事業の場合、返還を要しないのは最終年度のみか。

A
　平成２６年度中に開始し、平成２７年度において、各年度の精算行為を行う場合は、平成２７年
度に生じた収入のみ要件を満たした場合、返還を要しない（平成２６年度に生じた収入は返還しな
ければならない。）

Q
　両プロセスにおいて、手数料や参加費（名称問わず）等を第３者や支援対象者等から徴収してい
た場合、返還しなければならないか。

A 　返還しなければならない。

Q 　非雇用型事業において収入の返還免除はあるか。

A
　返還免除はない。セミナーや合同就職面接会等の事業の実施を想定しており、収入の発生はし
ないと考える。

Q 　どのようなものが収入に当たるか。

A

　人材育成を目的としている事業であり原則収入は生じないと考えるが、以下の場合収入に当た
る。
　Ⅰ　物品販売事業
　　　　事業費に原材料費等を措置している場合、売上が収入に当たる。
　　　　ただし、次の設問のとおり、原材料費等を自前財源で措置し、事業費のほどんどが人件費
　　　に充てられる場合は、収入に当たらない。
　Ⅱ　人的サービス事業
　　　　経費のほとんどが人件費であっても、新規雇用の失業者の役務の提供によって売上が生
      ずる場合は収入とする。
　　　　ただし、介護保険法による介護保険施設を委託先事業所として実施する事業において、事
      業者に支払われる介護報酬は趣旨・目的を異にするものであり、介護報酬は収入に当たら
      ない。
　　　　なお、いずれの場合においても個別の事案によって判断する必要がある。

　〈共通〉

　〈非雇用型〉

　〈雇用型〉
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Q

　例えば、委託先が従来から自前財源の事業(以下「本来事業」という。）として地域の農産物を活
用した新商品の開発及び商品販売を行っており、同一期間中に、基金事業としてその新商品の販
路開拓を行うための人員配置のみを基金事業で実施した場合、委託契約終了後において、本来
事業として実施した商品販売による収入の返還は必要か。

A

　物品販売事業の場合、
　　①　販路開拓のための人員配置のみを基金事業として実施する場合、事業費のほとんどは
　　　人件費に充てられることとなり、当該基金事業自体から直接的に収入は生じないと考えら
      れること。
　　②　委託先の自前財源において原材料費等を措置し、開発された商品を本来事業として販
　　　売している場合、そのことにより発生した収入は、委託事業により発生したものとは判断さ
　　　れないこと。
等により返還は不要であると考える。

Q
　委託契約期間終了後、本事業によらずに受託者の自助努力により、事業継続及び雇用継続の
要件を満たす場合、委託費により発生した収入の返還を要しないこととしているが、どのような手
続が必要か。

A

　委託契約期間終了後にも雇用が継続されることを支援するため、委託契約期間終了後において
も受託者が自助努力により引き続き事業を継続し、委託契約期間終了月時点で当該基金事業に
従事している失業者のうち１／２以上の者を継続して雇用する場合、委託費により発生した収入の
返還を要しないこととする。当該取扱いについて、具体的には別紙５の１「地域人づくり事業収入
等報告書」により委託元となる都道府県又は市町村に対し、委託事業の精算以前に、報告を行う
こととする。

Q

　返還を要しないこととする要件の一つである委託事業に係る契約期間終了時点において「受託
者が、委託事業において雇用した労働者のうち、その１/２以上を委託事業に係る契約期間終了
後も継続して雇用すること」とは、具体的にどのような場合を指すのか。また、「継続して雇用する
こと」とは、非正規による継続雇用も含まれるのか。

A
　委託契約期間終了日同日までの間に当該労働者を労働させ、賃金を支払う旨を約し、若しくは
通知し、委託契約期間終了日の翌日から継続して雇用される場合を指す。また、非正規による継
続雇用も含まれるものとする。

Q 　受託者が、委託費により発生した収入とはどのようなものか。

A 　例えば、自ら販路拡大のための展示会を実施する事業で来場者から徴取した入場料等である。

Q
　委託費により発生した収入を用いて受託者の従業員の賃金等を上げた場合、収入返還免除とな
るか。

A
　委託事業として、自らの処遇改善を図ることも目標として設定している場合、対象となる。
  なお、当該取扱いについて、具体的には別紙５の２「地域人づくり事業収入等報告書」により委託
元となる都道府県又は市町村に対し、委託事業の精算以前に、報告を行うこととする。

Q 　事業収入等報告書に基づく収入返還免除の使途の詳細確認如何。

A
　確認方法については、社内の関連規定の整備状況と実際の活用状況をアンケート調査等により
確認することで判断することが想定される。

Q 　受託者が、委託費により発生した収入とはどのようなものか。

A 　本来業務に係る間接的な経費を対象としており、原則委託事業において収入は生じ得ない。

　〈処遇改善プロセス（受託者と支援対象事業所が同一である場合）〉
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　〈処遇改善プロセス（受託者と支援対象事業所が異なる場合）〉
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